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あ
る
。
そ
の
た
め
に
は
労
働
組
合
、
自
ら
の
自

己
改
革
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
は
当
然
で
あ
る
。

そ
こ
で
、
今
後
の
労
働
運
動
の
あ
り
方
等
を

考
え
る
上
で
、
過
去
か
ら
の
社
会
・
経
済
・
産

業
な
ど
の
変
化
を
踏
ま
え
た
対
応
が
求
め
ら
れ

る
。
過
去
20
年
間
（
１
９
８
５
〜
２
０
０
５
年
）

の
環
境
変
化
を
踏
ま
え
て
、
国
や
社
会
の
形
、

経
済
・
産
業
、
労
働
運
動
の
あ
り
方
に
つ
い
て

考
察
し
て
み
る
。
何
故
、
１
９
８
５
年
を
基
点

に
し
て
い
る
か
と
い
え
ば
、
こ
の
年
は
「
プ
ラ

ザ
合
意
」
が
な
さ
れ
た
年
で
あ
り
、
以
降
、
日

本
の
社
会
・
経
済
・
産
業
が
大
き
な
転
換
期
を

迎
え
、
ま
た
、
私
た
ち
の
生
活
に
も
大
き
な
影

響
を
与
え
た
年
だ
か
ら
で
あ
る
。

Ⅰ.

社
会
構
造
の
変
化

①
総
人
口
‥
総
人
口
は
、
１
９
８
５
年
か
ら
２

０
０
５
年
の
20
年
間
で
約
６
０
０
万
人
増
加
し

て
い
る
。
年
代
別
に
み
る
と
、
15
歳
未
満
が
約

８
０
０
万
人
減
少
し
、
65
歳
以
上
が
約
１
３
０

０
万
人
増
加
し
て
い
る
。
こ
の
こ
と
は
正
に
、
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主
張

連
合
・
大
産
別
・
産
別
な
ど
の
役
割
や
責
任
を
明
確
に
し
た
着
実
な
運
動
を
！

Ｉ
Ｍ
Ｆ
―
Ｊ
Ｃ
副
議
長
／
電
機
連
合
代
表
　
副
中
央
執
行
委
員
長

中
村
正
武

少
子
高
齢
化
社
会
の
到
来
を
裏
付
け
て
い
る
。

ま
た
、
２
０
０
５
年
の
後
半
に
は
、
い
よ
い
よ

人
口
減
少
社
会
へ
と
突
入
し
た
。

②
合
計
特
殊
出
生
率
と
平
均
寿
命
‥
合
計
特
殊

出
生
率
は
、
１
９
８
５
年
に
１
・
76
で
あ
っ
た

が
、
２
０
０
４
年
に
は
、
１
・
29
に
ま
で
急
速

に
低
下
し
た
。
ま
た
、
政
府
は
、
２
０
０
５
年

の
合
計
特
殊
出
生
率
が
２
０
０
４
年
を
下
回

り
、
過
去
最
低
を
更
新
す
る
と
の
見
通
し
を
明

ら
か
に
し
て
い
る
。
こ
の
要
因
は
、
高
学
歴
化

や
晩
婚
者
の
増
加
に
あ
る
と
言
わ
れ
て
い
る
。

そ
の
一
方
で
平
均
寿
命
は
、
こ
の
20
年
間
で
４

〜
５
歳
伸
び
て
お
り
、
世
界
の
中
で
冠
た
る
長

寿
国
の
仲
間
入
り
を
果
た
し
た
。

Ⅱ.

経
済
・
産
業
の
動
向

①
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
規
模
‥
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
、
１

９
８
５
年
が
約
３
２
７
兆
円
、
１
９
９
５
年
が

約
５
０
０
兆
円
、
そ
し
て
２
０
０
５
年
は
約
５

０
２
兆
円
で
あ
る
。
バ
ブ
ル
崩
壊
以
降
、
10
年

間
に
わ
た
っ
て
日
本
経
済
は
成
長
せ
ず
、
い
わ

ゆ
る
失
わ
れ
た
10
年
と
言
わ
れ
て
い
る
所
以
で

あ
る
。
日
本
は
、
現
在
に
お
い
て
も
米
国
に
次

ぐ
世
界
第
２
位
の
経
済
大
国
で
あ
る
が
、
人
口

減
少
に
よ
る
労
働
力
人
口
の
不
足
や
高
齢
化
社

会
の
到
来
な
ど
か
ら
、
将
来
的
に
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の

伸
び
は
低
下
し
、
経
済
は
成
熟
期
に
移
行
し
て

い
く
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
従
っ
て
、
成
熟
期

に
合
致
し
た
経
済
政
策
の
確
立
が
急
務
と
な
っ

て
い
る
。

②
完
全
失
業
率
‥
完
全
失
業
率
は
、
１
９
８
５

年
度
が
２
・
６
％
、
近
年
で
最
も
高
い
年
は
２

０
０
２
年
度
の
５
・
４
％
、
直
近
に
お
い
て
は

低
下
傾
向
に
あ
る
も
の
の
、
ニ
ー
ト
の
存
在
や

フ
リ
ー
タ
ー
の
増
加
な
ど
若
年
層
の
失
業
率
が

高
く
、
社
会
的
な
問
題
に
な
っ
て
い
る
。

③
製
造
業
の
海
外
生
産
比
率
‥
製
造
業
の
海
外

生
産
比
率
は
、
１
９
８
５
年
が
３
％
、
２
０
０

２
年
が
17
・
１
％
で
、
そ
の
比
率
が
急
速
に
拡

大
し
て
き
て
い
る
。
特
に
近
年
で
は
、
中
国
・

Ｎ
Ｉ
Ｅ
Ｓ
・
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
諸
国
へ
の
拡
大
が
顕

著
で
あ
る
。
ま
た
、
電
機
産
業
全
体
の
海
外
生

労
働
運
動
の
あ
り
方
、
労
働
運
動
の
目
指
す

べ
き
方
向
、
そ
し
て
労
働
運
動
は
何
を
為
す
べ

き
か
、
等
々
が
問
わ
れ
て
い
る
。
労
働
運
動
と

い
っ
て
も
、
連
合
（
ナ
シ
ョ
ナ
ル
セ
ン
タ

ー
）・
大
産
別
労
働
組
合
（
Ｉ
Ｍ
Ｆ
―

Ｊ
Ｃ
な

ど
）
・
産
業
別
労
働
組
合
・
企
業
別
労
働
組
合

な
ど
、
そ
れ
ぞ
れ
の
果
た
す
べ
き
役
割
と
責
任

は
違
っ
て
よ
い
は
ず
で
あ
る
。

今
、
時
代
は
大
き
く
変
わ
っ
て
き
て
い
る
。

国
際
競
争
の
激
化
、
人
口
減
少
社
会
や
少
子
高

齢
化
社
会
の
到
来
、
ま
た
、
環
境
保
護
や
循
環

型
社
会
へ
の
要
請
な
ど
、
こ
の
よ
う
な
環
境
変

化
は
、
日
本
の
政
治
・
経
済
・
社
会
・
産
業
・
企

業
と
い
う
、
あ
ら
ゆ
る
組
織
や
シ
ス
テ
ム
に
大

き
な
影
響
を
与
え
て
い
る
。

も
ち
ろ
ん
、
そ
の
こ
と
が
労
働
組
合
と
い
う

組
織
に
も
大
き
な
影
響
を
与
え
、
正
に
組
織
は

歴
史
的
な
大
転
換
期
を
迎
え
て
い
る
。
こ
の
大

転
換
期
は
、
組
織
に
と
っ
て
は
リ
ス
ク
を
伴
う

が
、
し
か
し
、
そ
の
裏
に
は
大
き
く
飛
躍
す
る

チ
ャ
ン
ス
が
転
が
り
込
ん
だ
と
考
え
る
べ
き
で

産
比
率
は
、
約
50
％
と
日
本
の
製
造
業
の
海
外

生
産
比
率
を
大
幅
に
上
回
る
状
況
と
な
っ
て
い

る
。

④
日
本
の
財
政
‥
一
般
会
計
予
算
は
、
１
９
８

５
年
が
約
52
兆
円
で
あ
っ
た
。
そ
の
中
で
税
収

が
約
38
兆
円
で
あ
り
、
い
わ
ゆ
る
一
般
会
計
予

算
に
占
め
る
税
収
の
比
率
は
約
73
％
で
あ
っ

た
。
し
か
し
、
２
０
０
５
年
で
は
、
一
般
会
計

予
算
約
82
兆
円
に
対
し
て
税
収
が
約
47
兆
円
で

あ
り
、
そ
の
比
率
は
約
57
％
ま
で
低
下
し
て
き

て
い
る
。
従
っ
て
、
税
収
の
不
足
分
は
国
債
の

発
行
で
賄
う
こ
と
に
な
る
。
そ
の
結
果
、
国
と

地
方
の
長
期
債
務
残
高
は
、
１
９
８
５
年
の
約

３
・
８
倍
の
約
７
６
９
兆
円
と
な
っ
て
い
る
。

こ
れ
は
、
国
民
一
人
当
た
り
約
６
４
０
万
円
の

借
金
を
背
負
っ
て
い
る
こ
と
で
あ
り
、
日
本
の

財
政
は
極
め
て
危
機
的
な
状
況
に
あ
る
こ
と
は

間
違
い
な
い
。

Ⅲ.

社
会
保
障
費

①
国
民
医
療
費
‥
国
民
医
療
費
は
、
１
９
８
５

年
が
16
兆
円
、
２
０
０
５
年
は
33
兆
円
と
な
り
、

こ
の
20
年
間
で
２
倍
以
上
に
膨
ら
ん
で
い
る
。

こ
の
要
因
は
、
医
療
費
全
体
に
占
め
る
老
人
医

療
費
の
割
合
が
大
幅
に
膨
ら
ん
だ
た
め
で
あ

る
。

②
年
金
給
付
額
‥
年
金
給
付
額
は
、
１
９
８
５

年
が
約
16
兆
円
、
２
０
０
２
年
が
約
44
兆
円
と

３
倍
近
く
ま
で
膨
ら
ん
で
い
る
。
従
っ
て
、
今

後
の
少
子
高
齢
化
社
会
の
進
展
を
見
据
え
て
、

給
付
と
負
担
の
バ
ラ
ン
ス
を
考
慮
し
て
い
く
必

要
が
あ
る
と
同
時
に
、
国
民
年
金
の
納
付
率
の

問
題
に
つ
い
て
も
喫
緊
の
課
題
と
し
て
捉
え
、

そ
の
対
応
に
あ
た
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

③
介
護
保
険
給
付
費
‥
介
護
保
険
給
付
費
に
つ

い
て
も
同
様
の
傾
向
に
あ
り
、
２
０
０
０
年
に

３
・
２
兆
円
だ
っ
た
も
の
が
、
２
０
０
４
年
に

は
５
・
５
兆
円
と
な
り
着
実
に
増
加
し
て
い

る
。
従
っ
て
、
先
の
国
会
で
は
、
現
在
の
40
歳

以
上
か
ら
の
掛
金
徴
収
を
20
歳
以
上
に
拡
大
す

る
論
議
が
さ
れ
た
が
見
送
り
に
な
っ
た
経
過
が

あ
る
。

尚
、
社
会
保
障
関
係
費
は
、
２
０
０
５
年
度

の
一
般
会
計
予
算
約
82
兆
円
に
対
し
て
、
約
20

兆
円
で
あ
り
、
そ
の
比
率
は
約
25
％
を
占
め
て

い
る
。
今
後
の
急
速
な
高
齢
化
社
会
の
進
展
か

ら
は
、
こ
の
比
率
が
ま
す
ま
す
高
ま
っ
て
い
く

こ
と
に
な
る
。

以
上
の
よ
う
な
社
会
・
経
済
・
産
業
等
の
変

化
を
踏
ま
え
る
と
、
ど
う
し
て
も
国
の
形
を
変

え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
必
要
性
に
迫
ら

れ
る
。
現
在
、
政
府
に
お
い
て
は
「
三
位
一
体

の
改
革
」、「
道
州
制
の
導
入
」
等
の
論
議
が
行

わ
れ
て
い
る
が
、
地
域
社
会
か
ら
政
治
改
革
を

発
信
し
、
政
策
実
現
を
通
じ
て
地
域
の
活
性
化

を
図
る
と
い
う
観
点
か
ら
は
「
地
方
分
権
政
治

へ
の
改
革
と
推
進
」
を
加
速
さ
せ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

日
本
は
戦
後
、
官
主
導
で
中
央
集
権
国
家
シ

ス
テ
ム
を
構
築
し
、
こ
れ
ま
で
は
こ
の
シ
ス
テ

ム
が
有
効
に
作
用
し
て
き
た
。
し
か
し
、
現
在

の
抱
え
込
ん
で
い
る
多
様
な
社
会
問
題
に
対
応

す
る
た
め
に
は
、
現
場
の
判
断
と
迅
速
な
行
動

が
必
要
と
な
る
。
ま
た
、
経
済
と
の
関
わ
り
か

ら
は
、
日
本
経
済
が
明
ら
か
に
成
熟
期
に
移
行

す
る
こ
と
か
ら
も
、
成
熟
期
に
合
致
し
た
経
済

政
策
と
生
活
基
盤
作
り
が
喫
緊
の
課
題
で
あ

る
。
さ
ら
に
、
今
後
、
大
き
な
政
府
を
支
え
る

に
は
、
大
き
な
経
済
成
長
と
大
き
な
税
の
負
担

が
必
至
で
あ
り
、
大
き
な
経
済
成
長
が
望
め
な

い
、
大
き
な
税
負
担
に
耐
え
ら
れ
な
い
と
す
る

な
ら
ば
、
小
さ
な
政
府
の
実
現
を
図
ら
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
地
方
自
治
体

へ
の
財
源
と
権
限
を
委
譲
す
る
こ
と
に
よ
っ

て
、
真
の
地
方
分
権
政
治
を
確
立
し
、
成
熟
期

に
耐
え
得
る
政
策
を
実
現
す
べ
き
で
あ
る
。

一
方
、
こ
の
よ
う
な
環
境
変
化
の
中
で
、

労
働
組
合
組
織
も
次
の
ス
テ
ー
ジ
を
ど
う
創

り
出
し
て
い
く
べ
き
か
と
い
う
、
正
に
歴
史

的
な
大
転
換
期
の
真
只
中
に
立
た
さ
れ
て
い

る
。
そ
こ
で
、
労
働
運
動
の
目
指
す
べ
き
方

向
は
、
高
い
理
念
や
理
想
を
追
求
す
る
こ
と

も
極
め
て
大
切
で
あ
る
が
、
よ
り
一
層
、
具

体
的
な
課
題
一
つ
ひ
と
つ
に
つ
い
て
着
実
に

前
進
を
図
っ
て
い
く
こ
と
を
通
じ
て
の
み
、

職
場
組
合
員
を
は
じ
め
、
勤
労
者
全
体
の
理

解
と
共
感
が
得
ら
れ
る
も
の
と
考
え
る
。
今

一
度
、
大
き
な
環
境
変
化
を
冷
静
に
見
極
め

な
が
ら
、
新
た
な
運
動
領
域
の
開
発
も
含
め

て
、
職
場
組
合
員
や
地
域
と
い
う
現
場
の
目

線
に
立
っ
た
現
実
的
な
運
動
を
推
進
し
て
い

く
こ
と
が
肝
要
で
あ
る
。
そ
の
た
め
に
は
、

労
働
組
合
組
織
の
３
階
建
て
、
４
階
建
て
構

造
の
中
で
、
連
合
（
ナ
シ
ョ
ナ
ル
セ
ン
タ

ー
）
・
大
産
別
労
働
組
合
（
Ｉ
Ｍ
Ｆ
―

Ｊ
Ｃ
な

ど
）・
産
業
別
労
働
組
合
・
企
業
別
労
働
組
合

が
、
そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
と
責
任
体
制
を
よ
り

明
確
に
し
た
運
動
を
遂
行
す
る
こ
と
に
よ
っ

て
、
総
体
で
活
力
あ
る
運
動
を
展
開
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。


